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1. はじめに 

近年我が国では地方の若者の人口流出，主に東

京一極集中化により地方の過疎化が急激に進ん

でいる．2014年 5月，日本創成会議・人口減少

問題検討分科会 1)の調査により子供を産む人の大

多数を占める 20～39歳の女性の人口が 2010年

から 2040年の間に，全国の 49.8％の自治体で 5

割以上減少するおそれがあると発表された．特に

北海道・東北地方での減少率が著しく，秋田県は

25市町村中大潟村を除く 24市町村が該当してい

た．また同会では増減率上位 20位の自治体に対

し産業，所得，財政の面から産業誘致型，ベッド

タウン型，学園都市型，コンパクトシティ型，公

共財主導型，産業開発型の６つに類型化をした． 

 

2. 研究目的 

 人口流出対策として，各自治体で機能を分散さ

せるのではなく，それぞれが持つ特性から産業，

行政，住環境などといった見合った機能の配分を

行うことが望ましいのではないかと考えた．そこ

で本研究では秋田県全市町村を対象に，市町村の

特徴をもとに数パターンに分類を行い，若者の人

口流出の地域差やその要因などを分析すること

を目的とした．若者の人口流出のタイミングとし

て他の地域への進学・就職が一つの要因であると

考え，各市町村の若者の増減率を分析した．そこ

から解析結果をもとに人口流出に対する今後の

方針について考察した． 

 

3. 研究方法 

国勢調査の年齢別人口のデータをもとに，市町

村ごとの 2007年の 15歳～19歳の人口と 2012

年の 20～24歳の人口を比較し 5年間での若年人

口の増減率を明らかにした． 

SPSSのクラスタ分析を使用し，秋田県の全 25

市町村を 6つのクラスタに分類した．それぞれに

ついて現状と可能性の面から検討し名称を振り

分け，暫定的な地域類型とした．変数は入勤率，

出勤率，第 1次産業就業者割合，第 2次産業就業

者割合，第 3次産業就業者割合，最短都市との距

離を使用した．入勤率，出勤率については加来 2）

の定義を利用した．変数の数値は国勢調査の 2005

年と 2010年の数値の平均をとったものを使用し

た． 

 

 

 

 

 

  入勤率  
他市町村からの就業者数

市町村の就業者数
     

 

出勤率  
他市町村への就業者数

市町村の就業者数
     

 

各産業の就業者割合  
各産業の就業者数

市町村の就業者数
     

 

最短都市との距離は，全市町村の総人口のデー

タをもとに政令指定都市及び東京都区部を大都

市，大都市を除く人口 15万以上の市を中都市，

人口 5万以上 15万未満の市を小都市 A，人口 5

万未満の市及び町村を小都市 B・町村と 4つの都

市階級に分類し，ArcGIS10.1を用いて各市町村

の役場の位置から，最寄りの大都市または中都市

の役場までの直線距離を使用した．距離の計測に

あたっては秋田市以外の県外の都市も利用した． 

 

4. 研究結果・考察 

(1) 増減率の算出 

各市町村の増減率を図 1に示す． 

図 1.増減率 

県内全自治体において若年人口増減率は負の

値を示していることから県外への流出が多いこ

とが考えられる．日本創成会議の調査同様に大潟

村が-5.21％と最も高く，小坂町が-43.4％と最も

低い値を示していた． 
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(2) 地域類型の分類 

地域類型と都市階級を地図上に示したのが図 2

である．またクラスタごとの平均値を表 1に示す． 

〈クラスタ 1〉には県内唯一の中都市である秋田

市が含まれる．他のクラスタに比べ入勤率・出勤

率が低く，第 3次産業就業者の割合が高いことか

ら「都市型自治体」とする． 

〈クラスタ 2〉には 4自治体が含まれる．出勤率

が 50.4％と高く，都市型自治体と隣接しているこ

と，平均地価が秋田市の 4分の 1から 3分の 1と

安く住宅地開発に適していることから「ベッドタ

ウン型自治体」とする． 

〈クラスタ 3〉には小坂町が含まれる．同町はか

つて鉱業で栄えたが資源の枯渇により一頃より

も衰退した．現在は明治期の近代建築や十和田湖

の観光資源を生かした町づくりや，レアメタルを

扱った産業が発達している．入勤率が極めて高く，

就業者率及び第 2次産業就業者の割合が高いこと

と「産業誘致型自治体」とする． 

〈クラスタ 4〉には 9自治体が含まれる．入勤率・

出勤率が低いことから自市町村内で従業してい

る割合が高いことが考えられる．それぞれ面積が

広く，都市との距離は離れているので各自治体が

独立していると考え「準都市型自治体」とする． 

〈クラスタ 5〉には大潟村が含まれる．大潟村は

八郎潟を干拓してできた日本最大の干拓地で大

規模農業を行っており，若年女性人口増減率も全

国 2位の増加率を示している特殊なケースである．

第 1次産業就業者割合は 76.5％と最も高く，地域

独自の特徴を活かした産業振興を遂げているこ

とから「産業開発型自治体」とする． 

〈クラスタ 6〉には 9自治体が含まれる．出勤率

が高く都市との距離が遠いため他の自治体に比

べ増加の見込みが低いと考えられる．分散による

コストの無駄を省くため「コンパクトシティ型自

治体」とする． 

図 2．地域分類 

表 1.各クラスタの平均値

 
増減率と各類型を照らし合わせてみると，コン

パクトシティ型には減少の割合が高い地域が分

類されていることが分かる．このような自治体に

関しては人口減少を見据え，将来的に都市機能を

集約し効率化を図るのが適していると思われる． 

ベッドタウン型に分類された 4自治体はいずれ

も小地域 B・町村に該当する自治体であるが，他

の同じ都市階級の自治体と比べて相対的に増減

率は高い値を示しており，現時点でベッドタウン

としての機能を持つと考えられる． 

産業誘致型に分類された小坂町は，増減率は最

も低い値を示したが，入勤率は 47.1％と最も高く，

他県を含む隣接した自治体からの就業者が多い

ことが分かる．また町内には東北自動車道が縦断

しており，町の北東部には十和田湖を有している

ことから，産業に必要となる運輸と水資源の点は

満たしていると考えられる． 

準都市に分類された 9自治体は入勤率及び出勤

率は低いが，増減率も平均-30.6％と低く，今後若

年人口が減少し続けると，行政機能の低下や雇用

の減少による出勤率の増加が進み，いずれはコン

パクトシティ型に該当するおそれがある．そうい

った事態を防ぐため，これらの自治体に対しさら

に細分化した分類を行う必要がある． 

産業開発型の大潟村は増減率も高く，農業の大

規模経営化による住民の定着と雇用の安定を成

功させた特殊な例であり，今後の人口減少対策の

参考にしたい重要な例である． 

 

5. おわりに 

本研究では秋田県全市町村の特徴をもとに，現

状と可能性の面から 6つの類型に分類した．それ

ぞれの特性に見合った機能の配分を行うことで

若者の人口流出の低減及び行政コストの削減に

つながるのではないだろうか．また今回は最短距

離を人口集中地区間の直線距離を使用したこと

と，県外への通勤を考慮していないことから，本

来の自治体間の距離及び通勤圏とはいくつか誤

差が生じる地域がある．今後の課題として，道路

や鉄道を利用した詳細な通勤圏や財政などを考

慮した多方面からの分類を行いたい． 
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